
中長期経営方針の進捗



埋もれた価値を発掘し、

新たな価値を創造していく会社でありたい

新たなスタンダードを創出し、社会を変える

私たちWDBグループはこれまで当然のこととして受け入れられてきた

「当たり前」に向き合い、新たなスタンダードを創ります

コーポレートメッセージの進化



事業領域

CRO事業人材事業 プラットフォーム事業

人材派遣会社としての

価値を極限まで高める

生産性の高い

CROモデルを確立する

「プラットフォーム

運営会社」として新たな

事業領域を創造する

ダミー ダミー



人材サービス事業
Human resource business



中期戦略

人材サービス事業／中期戦略

プラットフォームを通じてサービスを提供し、求職者と求人先の仲介業務を自動化する

ことで、これまで「人」が行ってきた業務を極限までなくし、販管費を削減する。

削減した販管費を派遣スタッフの報酬に充当し、待遇を改善することで、最も報酬の

高い派遣会社になり、労働市場から多くの労働者を確保し、シェアを拡大する。

①プラットフォーム ②販管費削減 ③スタッフの報酬アップ ④ シェアの拡大



人材サービス事業／目指すべき姿と長期戦略

デジタル

他社の追随を許さない派遣ビジネスモデルへ

・ AI搭載の取材システム

・ 発注・契約・勤怠・請求

・ AI搭載の登録システム

・ 仕事応募・契約・勤怠・給与

・ AIによる自動マッチング

高い報酬と充実した研修によって、優秀な労働者を確保

十分な選考を経た人材のみを紹介・派遣する仕組み

・ 社内のAI搭載業務支援

システムノウハウのデジタル化

・ オペレーションシステムの

デジタル化

その他

・ 派遣会社一元管理
・ JOB支援（就業フォロー）

・ 就業状況報告

・ 全国80拠点からの対面対応

・ 「人」による取材受付

・ 能力に応じた研修制度

・ 「人」による面接や相談受付

＆

ホスピタリティ



プラットフォーム事業
Platform business



プラットフォーム事業／目指すべき姿と中期戦略

目指すべき姿
「doconico」「ドコ1」の開発および運営を通じて、積み重ねてきたノウハウを

活かし、プラットフォーム運営会社として新たな事業領域を創造する。

当社の人材サービスを

デジタル化する

他社も含めた人材サービスを

デジタル化する

新分野にて、新サービスを

提供するプラットフォームを開発中

2021年

人材サービスPF

派遣一元管理PF

2025年

2016年



プラットフォーム事業／当社の強み

WDBグループ
外資PF運営会社・
PF運営ベンチャー

一般的な会社

自社で
内製化

自社 自社

自社 自社 + コンサル会社

自社 コンサル + Sier

自社 + 他社システム会社 Sier + 中小システム会社

自社 + 他社システム会社 Sier + 中小システム会社

自社 + 他社システム会社 中小システム会社

自社 + 他社システム会社 中小システム会社

自社 + 他社システム会社 中小システム会社

自社 + 他社システム会社 中小システム会社

自社 + 他社システム会社 Sier + 中小システム会社

自社 + 他社システム会社 Sier

自社 + 他社システム会社 Sier

自社 + 他社システム会社 Sier

私たちは、全てのプロセスに責任を持ち、プラットフォーム開発に取り組んでいます。
ビジネスモデルの設計からプログラム開発までを内製化しているため、状況の変化に応じた
軌道修正も瞬時に行えます。このスピードと柔軟性が、他社との大きな違いです。

工程

1 ビジネスモデル構想

2 企画

3 要件定義

4 基本設計

5 詳細設計

6 プログラム開発

7 コーディング

8 単体テスト

9 結合テスト

10 システムテスト

11 導入

12 教育

13 運用管理



今後の展望
Prospects for the future



商取引全体「doconico」「ドコ1」の開発・運営で

培ったノウハウを活かし、

プラットフォーム運営会社として

新たな価値を創出します。

人材事業をはじめ、

当社ならではの強みを活かした

新たなプラットフォームで商取引全体の

発展に貢献する企業集団を目指します。

新たな事業領域の創造

人材市場

新たな
プラットフォーム

新たな
プラットフォーム

他社派遣会社 利用法人

WDBG顧客



当社が目指している姿は、企業価値を高めることで増益を図り、

継続的な増配を実現することです。そのために事業を成長させ、

継続的な増収・増益を目指しております。

一方で、人材派遣業界の中では、当社の配当性向は相対的に

低く、株主の方の期待に対して十分にお応えできない状況に

ありました。そのため、配当性向の基準を見直し、

還元を強化することにいたしました。

強固な財務基盤を背景に、事業投資と配当とのバランスをとり、

配当性向65%を基準とし、安定的に配当を継続できる

状態を維持していきます。

なお、自社株買いについては、東京証券取引所の定める流通

比率基準との兼ね合いから、基本的には行わない方針です。

配当の状況および今後の方針

23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

1株当たり配当額 配当性向

27/3期

40.1%

40.2%

44.1%

65.1%

94.0円

62.5円62.5円

72.5円

51.5円

28.7%
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当社を取り巻く事業環境はより厳しさを増していますが、

この環境に適応した事業戦略を実行することで、

企業価値の向上を実現すべく、様々な取組みを続けてまいります。

ご報告は以上でございます。株主の皆様におかれましては、

なお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。


